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	I. Action 12の背景と最終報告書の構成
	税務当局が直面している重要な問題のひとつとして、租税回避をもたらしうるタックス・プランニングに関する適切な情報をタイムリーに入手することが困難であることが、BEPSプロジェクトにおいて認識されました。
	そこで、Action 12では、すでに義務的開示制度を有する国々（アメリカ、イギリス、カナダ、アイルランド、イスラエル、韓国、ポルトガル、南アフリカ）の制度を検討し、これを踏まえて、勧告がとりまとめられました。
	Action 12の最終報告書では、まず、義務的開示制度の目的と制度の設計にあたり考慮すべき原則について、以下の点を確認しています。
	そして、義務的開示ルール（モデル）について、以下の7つの項目に対して複数のオプション等を示し、各国がそれぞれの法体系に適したオプション等を組み合わせて制度設計することを勧告しています。
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	II. 義務的開示ルール（モデル）のオプション
	以下の7つの項目について複数のオプション等が示され、各国がそれぞれの法体系に適したオプション等を組み合わせて制度設計することが勧告されています。
	1. 開示義務者
	開示義務者に関して、以下の2つのオプションが示されています。
	なお、「プロモーター」の定義は各国が自由に定義できるとしているものの、定義案として示された以下の内容を包含する定義であることが推奨されています。
	 プロモーターとは、税務に関するサービスを提供する過程において、開示対象取引の税務上の利益の要素の設計、販売、組成又は管理に関与する者をいう。
	 開示対象取引となりうる取引の税務上の側面の設計、販売、組成又は管理に関し、重要な援助、支援又はアドバイスを提供する者も含めることが可能である。
	2. 開示対象取引を特定する方法
	開示対象取引を特定する方法として、以下の2つのオプションが示されています。
	Option Bの閾値テストについて、その最も一般的なものとして、税務上の利益がその取引を行うことの主要なベネフィットのひとつであるか否かを判定する、主要ベネフィットテスト（Main benefit test）が紹介されています。
	3. 開示対象取引を特定する基準
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	開示対象取引のユーザーを特定する手段として、「スキームの参照番号」の導入や「クライアント・リスト」の提出が考えられますが、これらの取扱いについては、開示義務者に応じ、以下が推奨されています。
	6. 遵守・不遵守の効果
	義務的開示ルールを遵守したことによる効果及び遵守しなかったことによる効果については、以下のように示されています。
	7. 手続/税務行政に関する項目
	義務的開示ルールにより開示されるべき項目や義務的開示ルールの執行における税務行政上のあり方については、以下のように示されています。
	III. 国際的租税スキームに関する義務的開示ルール
	国際的租税スキームに関する義務的開示ルールの設計において考慮すべきこととして、以下の点が示されています。
	 クロスボーダー取引に関する義務的開示ルールには、閾値テストは不要である。
	 クロスボーダー取引の節税効果を特定する新しい基準を設定すべきである。 （たとえば、同一の資産の減価償却が2ヵ国以上で計上されるもの、グループ内の支払で、受取側において課税されないもの）
	 クロスボーダー取引は、それが国内納税者に対し直接的に節税効果をもたらすものでない場合であっても、その国内納税者が関与するものである限り、規模の大きなものは開示対象取引とすべきである。
	 過度の負担を避けるため、開示情報は開示義務者が合理的に知りうるものに限るべきである。
	 納税者は、グループのメンバーと課税関係に重要な影響を及ぼす取引を始める場合には、それらのグループメンバーにその取引がクロスボーダー取引の節税効果をもたらすものか否か確認すべきである。
	上記の場合において、守秘義務等の問題により、その情報が入手できないときは、その旨を課税当局に通知すべきである。
	 各国は開示義務者を誰にするのか（納税者か、プロモーターか、両方か）定めるべきである。
	 プロモーターに開示義務を課す場合には、節税効果の内容等を理解していないアドバイザー等ではなく、重要な役割を担うアドバイザー等に開示義務を課すべきである。
	 開示項目は、国内取引に係る開示項目と同様とすべきである。
	IV. 今後の対応
	現在、日本には義務的開示制度がありませんが、Action 12の勧告を踏まえて、導入の必要性が検討される予定です

